
局地的な大規模需要立地への対応について
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資料５



⚫ 一般送配電事業者は、周波数等を維持するために送配電設備を整備し、需要家に対して確実に電力を供給するという極めて重要な役
割を担っており、これまで、各エリアにおいて、電源や需要家の立地状況等を踏まえつつ、送配電設備の整備を行ってきたところ。

⚫ こうした中、第７次エネルギー基本計画やGX2040ビジョンの策定の中で議論されてきたとおり、我が国の産業競争力強化のためには、
データセンター等の新たな大規模需要に対し、迅速かつ確実に電力供給を行うための効率的な送配電設備の形成・利用が重要となっ
ている。

⚫ 現状では、データセンター等の大規模な需要が一部エリアに局地的に立地する傾向にあり、需要家による系統接続申込みから連系までに
長期間を要するケースも存在。また、一部の需要家においては、事業判断の前に電力供給（系統接続）の枠を押さえるケース等も見ら
れ、需要の増加とともにこうしたケースが増えれば、電力が真に必要な事業者への供給が遅れる懸念もある。今後、ＡＩ等を活用したＤ
Ｘが進む中では、更なる立地も潜在的に見込まれ、送配電分野における対応が必要となっている。

⚫ こうした状況を踏まえると、今後の送配電設備の形成に当たっては、これまでの送配電事業における役割も踏まえつつ、系統の空容量や拡
張余地、安定供給・レジリエンス、地域の需要動向等も考慮した効率的・合理的な設備形成・利用、需要家の立地誘導を目指すことが
重要となる。こうした取組は、大規模需要の立地に係るコストを最小化し、国民負担を抑制することにもつながる。

⚫ このため、第７次エネルギー基本計画（案）においては、電力の安定供給確保等に向けて、データセンター等の系統接続申込みの規律
を確保しつつ、大規模需要を効率的な系統整備の観点での適地に誘導していく方針を提示しており、今後、具体的に検討を進めていく
こととしている。

⚫ これらを踏まえ、次世代電力系統ワーキンググループにおいて、需要家側の系統接続に関する課題を取り扱うこととしたい。その中で、本日
は、以下について御議論頂きたい。

（本日の議題）

①局地的大規模需要への対応状況（ウェルカムゾーンマップの全国展開）

②局地的大規模需要への今後の対応の方向性 2

議論の背景



【参考】局地的な大規模需要への対応（大規模需要の把握）

⚫ 近年、データセンター等の大規模需要家の国内立地が進む中、一部の需要家において、電力供給契約の
「仮押さえ」を行うケースが見られている。すなわち、土地取得等の必要な手続を行う前に、一般送配電事業
者に対する接続供給の申込み等を行うことで、事前に電力供給の枠を抑え、その後の事業判断により、実
際の接続を検討するケースが存在している。

⚫ こうした事態が頻発する場合、一般送配電事業者においては、適切な需要の把握ができず、効率的な系統
整備に支障をきたす。また、電力供給が真に必要な事業者への供給が遅れる懸念もある。

⚫ この点、例えば、東電PGでは、供給開始日後３年以内に最大契約電力に達することを求め、最大契約電
力に達せず、かつ協議の上変更申込みを受領した場合、減少契約電力分の系統容量を解除するとともに、
過剰設備の構築に要した費用と工事費負担金（契約減少に伴う返却分）の差額を徴収することとしている。
また、発電側の場合、接続検討申込み時に検討料を支払うこととなっている。これらを含め、今後、大規模需
要立地の見通しを正確に把握するためには、どのような対応が考えられるか。一定の規律を働かせることも
必要か。

https://www.tepco.co.jp/pg/consignment/retailservice/pdf/07_H_takusoumoushikomi.pdf

特別高圧・高圧需要における供給までの流れ（東京電力パワーグリッド）

https://www.occto.or.jp/access/kentou/files/access_nagare_20240801.pdf#page=12
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（参考）第7次エネルギー基本計画（案）

（５）次世代電力ネットワークの構築

 ② 電力ネットワーク（系統）の増強

(イ) 局地的な大規模需要の立地を見据えた送配電網の整備

データセンター等の付加価値の高い産業プロセスの維持・強化につながる国内投資や電化等を通じた製

造プロセス等の脱炭素化を促進していくためには、新たな大規模需要に対し、迅速かつ確実に電力供給を

行う必要がある。このため、データセンター等の系統接続申込みの規律を確保するとともに、一般送配電

事業者が早期に電力供給を開始できる場所を示した「ウェルカムゾーンマップ」を通じた立地誘導を進め

る。また、大規模需要を効率的な系統整備等の観点での適地に誘導するため、一般送配電事業者が自治体

等の関係機関と連携し、適地における先行的・計画的な系統整備を促す仕組みを検討する。また、整備を

着実に推進しつつ需要家の公平性を確保するため、一般送配電事業者が行う先行的・計画的な系統整備に

係る費用が確実に回収される仕組みや、整備費用が大規模になった場合に特定の需要家に費用負担が偏ら

ない仕組みを検討する。



１．大規模需要の現状と今後の見通し

２．局地的な大規模需要への対応状況

３．局地的大規模需要への今後の対応の方向性
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• 近年、大規模需要家（特別高圧）の系統接続供給申込みの件数は急増している。現在未連系の需要の容量（ｋＷ）は、
2030年度までの累計で約1500万ｋWと、日本の夏の最大電力需要の約１割に相当する量となっている。こうした大規
模需要については、系統連系に当たって大規模工事が必要となることも多い。

• 一方、現在、系統接続申込みがされている需要については、例えば、①事前に電力供給の枠を抑え、その後の事業判断
により実際の接続を検討（断念）するケースや、②申込み時の電力量と連系後の電力量が一致しないケースもある。
すなわち、大規模需要家の申込みに基づく電力需要については、実需要の裏付けに乏しいケースも存在している。

• また、電力需要の増加の一因となるＤＸやＧＸの方向性については、技術の進展状況やＡＩ需要の変動などの不確実な
要素も内在する。このため、一般送配電事業者等がデータセンター等に真に必要な電力需要をあらかじめ把握し、設備
形成を行うことは難しい。

• すなわち、データセンター等の電力需要については、中長期的には増加傾向である一方、その最終的な増加量や増加の
進展度合いの不確実性が高いと言える。今後は、こうした状況を踏まえた系統接続ルールの在り方や、効率的な系統整
備を検討していくことが必要ではないか。

足下の状況と更なる大規模需要家
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大規模需要家の現状と今後の見通し



• 一般送配電事業者に対して系統への接続供給申込みが行われ、かつ、未連系の特別高圧案件の容量を集計したと
ころ、今後、2030年度までの累計で約1500万ｋW（日本の夏の最大電力需要の約１割に相当）となった。

• 接続供給申込みが行われた案件全てが予定通りに運転するわけではないものの、今後は、データセンターや半導
体工場の新増設等により電力需要は増加する可能性が高く、供給力確保や系統整備、需要対策等の対応が必要。

【参考】2025年度以降の電力需給の見通しについて

出典：送配電網協議会集計データを基に資源エネルギー庁作成（2024年9月末時点）

○供給力確保に向けた対応
・原子力発電所の再稼働 ・長期脱炭素電源オークションによる発電所の新設
・脱炭素電源の投資を促進する制度措置や市場環境を整備

【系統接続までのフロー（東京電力パワーグリッドのケース）】
【電力需要の見通し】

※一般送配電事業者に対して系統への接続供給申込みが行われた容量であり、取下げ等も
あるので、上記電力需要が確実に増加するものではない。
※グラフ上は、実際に接続供給申込みがあったもののうち、一部を除く。

※沖縄県は除く。

(年度)

(万ｋW)

集計対象

特別高圧増加見通し（データセンター等）

国内の電力需要（2024年8月の最大電力需要
（約１億6000万ｋW）が継続すると仮定）

第82回 総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 
電力・ガス基本政策小委員会（2024年10月29日） 資料4
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第68回 総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会（2024
年12月25日） 資料2
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国内におけるデータセンターの消費電力量見通し（JST）

⚫ 科学技術振興機構（JST）は、エネルギー効率の改善状況に応じたデータセンター・ネットワークの消費電力
量の見通しは、省エネの度合いに応じて大きな幅があることを示している。また、2050 年は遠い将来のため、そ
の予測の信頼性は高くはないということも指摘している。

– As is：現時点の技術のまま、全く省エネ対策が進まない場合

– Modest：エネルギー効率の改善幅が小さい場合（2030年までと同等の改善率で2050年まで進捗）

– Optimistic：エネルギー効率の改善幅が大きい場合

（出所）国立研究開発法人科学技術振興機構 情報化社会の進展がエネルギー消費に与える影響Vol.4（2022年2月）及びVol.5（2023年2月） 、総合エネルギー統計を基に作成

（参考）
2022年度
電力需要量
（日本全体）

【ICTインフラの消費電力量見通し（対数グラフ）】

9028
億kWh

第56回 総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会
（2024年6月6日） 資料１



鉄鋼業の脱炭素化に向けた生産プロセス転換と電力需要

⚫ 鉄鋼業の脱炭素化に向けた生産プロセス転換として、高炉からの電炉化、直接水素還元、高炉法での水素
還元といった技術オプションを複線的に追求。

⚫ 足下では電炉化に向けた検討が進展しているが、電炉化に伴う電力需要の増加が想定される。また、高炉法
での水素還元の場合でも、高炉等から発生する副生ガス（現状、自家発電等に活用）が減少すること等か
ら、いずれにしても電力需要は増加する方向。
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鉄鋼業の脱炭素化に向けたプロセス転換
（イメージ）

プロセス転換に伴う電力需要の増加

（出所）カーボンニュートラルに向けた日本鉄鋼業の取り組みと課題
（2023年11月22日 一般社団法人日本鉄鋼連盟）

（注）SC50：SuperCOURSE50（高炉法での水素還元により二酸化炭素排出量を
５０％削減する技術）、BASE：既存の高炉法、水素還元：水素直接還元製
鉄＋電炉 を指す。
赤字は、現状の国内銑鉄生産を全て各プロセスに転換したと仮定した場合における
必要な増分系統電力量（年間）の試算値。

第56回 総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会
（2024年6月6日） 資料１
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１．大規模需要家の現状と今後の見通し

２．局地的な大規模需要への対応状況

３．局地的大規模需要への今後の対応の方向性



• データセンター等の局地的な需要立地の増加を踏まえ、系統設備を効率的に活用するための足元の対策としては、各一
般送配電事業者において、短期に電力供給を開始できる場所を示した「ウェルカムゾーンマップ」の公開を進めている。

• この点、第51回系統ワーキンググループ（2024/5/24）では、現在ウェルカムゾーンマップを公開していない一般送
配電事業者においては、自治体等との調整要否を含めて検討しつつ、2024年度頃を目指して早期に、公開可能な範囲
において作成することとした。また、既にウェルカムゾーンマップを公開している一般送配電事業者においては、より
精緻な情報公開を目指すため、例えば、電力設備までの距離、土地の区画の広さといった情報を追加的に公開可能であ
るか検討を深めることとした。

• こうした方向性に基づき、現在、各一般送配電事業者における取組が進められている。

ウェルカムゾーンマップの全国展開
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局地的な大規模需要への対応状況



【参考】東京電力パワーグリッドの事例①

https://www.tepco.co.jp/pg/consignment/zonemap/pref/kanagawa/detail2.html 13



【参考】東京電力パワーグリッドの事例②

https://www.tepco.co.jp/pg/consignment/zonemap/pref/tochigi/index-j.html 14
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【参考】関西電力送配電の事例①

https://www.kansai-td.co.jp/consignment/welcome-zone-map/
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【参考】関西電力送配電の事例②

https://www.kansai-td.co.jp/consignment/welcome-zone-map/



17

【参考】九州電力送配電の事例

https://www.kyuden.co.jp/td service firm-location map kitakyushu.html
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１．局地的な大規模需要への対応状況

２．大規模需要家の現状と今後の見通し

３．局地的大規模需要への今後の対応の方向性
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大規模需要の系統接続に当たっての課題と対応の方向性①
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• データセンター等の大規模需要家の系統連系申込みが増加する中では、適切な系統接続・誘導の在り方を整理することが
必要。

• 前提として、大規模需要の系統接続に当たっては、一般送配電事業者への事前協議・事前検討から工事実施までの連系前
のフェーズ、供給開始から工事費負担金の精算までの連系後のフェーズに分けられる。

• 今後、効率的・合理的な設備形成・利用を促進するためには、需要家保護等の観点にも配慮しつつ適切な規律を課してい
くことが重要となるが、その際、系統接続・電力供給等に関する不確実性の性質・実態を踏まえつつ、連系前・後のいず
れにおいても、対策を講じていくことが必要ではないか。



大規模需要の系統接続に当たっての課題と対応の方向性②

局地的大規模需要の不確実性
・系統設備形成への影響

対応の方向性 整理すべき事項（例）

◆ 大規模需要家の行動を起因とす
る不確実性・影響

（例:系統枠の仮押さえ、
 情報の非対称性等）

連系前における規律確保

✓ ウェルカムゾーンマップ等による適切な情報提供

✓事前検討段階での需要規模の確度の向上、
担保の確保

✓需要の規模や実態に応じた連系プロセスの在り方

✓工事費負担金の入金のタイミング 等

✓工事手法の在り方
（自営線の活用等）

✓工事費の負担の在り方 
等

◆ DXやGX等の進展度合いによる
不確実性・影響

（例:需要家の計画と実需要の乖離等）

連系後における規律確保
✓工事費負担金契約時の増強計画値に至らない
場合の容量の見直しや設備負担の在り方 
等

• 大規模需要家に対して迅速かつ確実に電力供給を行うことが重要である一方、適切な規律を確保しなければ、効率的・合
理的な系統整備が行えず、国民負担（託送料金）の増加につながる可能性もある。

• このため、例えば、連系前においては、一般送配電事業者による適切な情報提供等需要を適地へ誘導する仕組み（ウェル
カムゾーンマップの公開）や、契約申込み時における需要規模の確度を向上させる仕組み（事前協議段階での一定の担保
の確保等）が有効ではないか。また、連系後においては、実際の電力使用量が工事費負担金契約時の増強計画値に至らな
い場合の対応等を整理する必要があるのではないか。

• さらに、系統設備の工事手法や、工事費負担金の在り方についても整理することで、効率的かつ公平な設備形成を促して
いくことが重要ではないか。

• こうした方向性について、今後、局地的大規模需要の実態を踏まえつつ、具体的な対応を検討していくこととしてはどう
か。また、実際の運用に当たっては、大規模需要の立地状況を踏まえ、エリアごとに異なる対応を許容することも必要と
なるか。

20



21

【参考】電源側に係る系統工事のイメージ

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/shin_energy/keito_wg/pdf/029_02_00.pdf

• 電源側の系統接続（変電所までの接続）に当たっては、一般送配電事業者が工事を行う方式と、発電事業者側で工事を行う
方式（自営線を活用）がある。自営線を活用する場合、設備計画の自由度が向上し、工期・費用の圧縮等のメリットがある
一方、用地確保、許認可取得のリスク、維持管理範囲の拡大といったデメリットもある。

• 今後、大規模需要の系統接続が増加する中で施工力を確保していくためには、自営線を活用した工事も有効と考えられるか。
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